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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-1-1-7「安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の

下における健全性に関する説明書」のうちⅥ-1-1-7-別添4「ブローアウトパネル

関連設備の設計方針」に基づき，原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）に設置さ

れている燃料取替階ブローアウトパネル（以下「オペフロBOP」という。）が，

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対し開放しないこと，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対し開放機能が維持できる構造強度を有していることを説明するもの

である。 

オペフロBOPは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設重大事故防止設備に分類される。 
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2. 一般事項

2.1 配置概要 

オペフロ BOP の設置位置図を図 2－1 に示す。

PN

：(オペフロBOP 2枚）
(単位:m)

53.8

7.8 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 7.81.1

R11 R10 R9 R8 R7 R6 R5 R4 R3

1.1

1
.
0

7
.
6

5
.
5

12
.
5

10
.
5

7
.
5

8
.
0

0
.
7

53
.
3

RB
RC

RD
RE

RF
RG

RH

図 2－1 オペフロ BOP の設置位置図（EL 51.7m） 
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2.2 構造概要 

オペフロBOPは，原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）の一部（地上4階中間

床）に配置され，差圧により開放するパネル本体部，パネルを建物外壁内に設

置する枠部及び差圧により破損するクリップ部より構成される設備である。 

オペフロBOPの構造計画を表2－1に示す。
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表 2－1 オペフロ BOP 構造計画 

計画の概要 

支持構造 主体構造 

オペフロ BOP は，十分な強度を有する構

造とし，原子炉建物原子炉棟（二次格納施

設）の壁に枠部とクリップにより据付けら

れる。 

・パネル本体部

・枠部

オペフロ BOPは，パネル本体部，パネル

を原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）

の壁に設置する枠部より構成される設備

である。 

材料 SS400 及び SUS304 

作動方式 クリップ式（16 個）

クリップ仕様 材質 SUS304 

概略構造図（単位：m） 

3.
92

4
.
0
0

3.94

4.00

EL 56.9

EL 52.9

A
-
A
断
面

B-B断面

B B

A

A

パネル本体部 

パネル本体部 

クリップ 枠部 
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2.3 評価方針 

オペフロBOPの地震時の構造強度及び機能維持評価は，Ⅵ-1-1-7「安全設備

及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する説明書」

のうちⅥ-1-1-7-別添4「ブローアウトパネル関連設備の設計方針」に基づき，

以下の評価方針とする。 

オペフロBOPの評価フローを図2－2に示す。

2.3.1 Ｓｄ閉機能維持 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に相当する荷重でオペフロ BOP が開放しな

いこと（以下「Ｓｄ閉機能維持」という。）を確認する。具体的には，モックア

ップ試験体の振動試験により固有振動数を計測し，弾性設計用地震動Ｓｄによる

地震荷重が，オペフロ BOP の開放荷重を下回ることを確認する。 

2.3.2 Ｓｓ開機能維持 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し開放機能が維持できる構造強度を有してい

ること（以下「Ｓｓ開機能維持」という。）を確認する。具体的には，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対し，設置箇所の原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）躯

体の層間変位が，パネル本体と枠部の間隙より小さいことを確認することにより，

パネル本体には支持躯体の変形に伴う地震時応力が生じず，パネル本体が開放機

能を維持できることを確認する。 

 

注記＊：Ⅵ-2-2-3「原子炉建物の耐震性についての計算書」に示す耐震壁のせん断ひずみ 

の許容限界により算出 

図 2－2 オペフロ BOP の評価フロー 

評価開始 

Ｓｄ閉機能維持の評価 

躯体の層間変位の算出＊ 

機能維持評価 

固有周期の確認 

設計用地震力の設定 

Ｓｓ開機能維持の評価 

機能維持 

機能維持評価 
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2.4 適用規格・基準等 

 本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・ 建築基準法・同施行令

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定）

・ 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，

2005制定）

・ 鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定）

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０

１・補-1984（（社）日本電気協会）

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会）
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3. Ｓｄ閉機能維持評価

3.1 固有周期の確認方法 

3.1.1 水平方向 

オペフロ BOP の閉機能維持評価に係る面外方向（NS 方向）について固有周期を

確認する。固有周期は，モックアップ試験体の振動試験にて，ゴムハンマーによ

り当該試験体に振動を与え，加速度を測定し，測定したパネル本体中央の加速度

波形から，高速フーリエ変換により算定したフーリエスペクトルより確認する。 

なお，面内方向（EW 方向）については十分な剛性を有しており閉機能維持評価

に影響しないことから，固有周期の確認を省略する。 

3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有しており閉機能維持評価に影響しないことから，固

有周期の確認を省略する。 

3.2 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表�3－1，固有振動数の測定結果を図�3－1�に，1�次，2�次振動

モード図を図�3－2�に示す。面外方向（NS�方向）の�1�次固有周期は�　　　秒（� Hz）

であり，20Hz を上回ることを確認した。 

表 3－1 固有周期 

方向 
固有振動数 

(Hz) 

固有周期 

(s) 

NS 方向 

図 3－1 オペフロ BOP の固有振動数測定結果 
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図 3－2 オペフロ BOP の振動モード図 
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3.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－2 に示す。 

設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定す

る。評価に用いる震度は，保守的な評価とするためオペフロ BOP 設置階の上階（EL 

63.5 m）での値とする。 

なお，オペフロ BOP を閉止するクリップは，枠部に作用する鉛直震度により応力が

発生しない機構であるため，鉛直震度に対するＳｄ閉機能維持評価は行わない。 

表 3－2 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 
原子炉建物 EL 63.5 

 固有周期(s) NS 方向： ＊1 EW 方向：0.05 以下 鉛直：0.05 以下 

地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平震度 
鉛直震度 

水平震度 
鉛直震度 

NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

動的地震力＊2 2.51 ― 0.81 ― ― ― 

静的地震力＊3 1.88 ― 0.24 ― ― ― 

注記＊1：1 次固有周期について記載。 

＊2：設計用震度Ⅰ（1.0ZPA）又はこれを上回る設計震度。 

注記＊3：静的震度（3.0・Ｃｉ及び 1.0・Ｃｖ）を示す。 
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3.4 評価方法 

3.4.1 地震荷重 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震荷重は，「3.3 設計用地震力」で示した水平

震度を用いて，次式により算定する。 

ＦＨ＝Ｗ・ＣＨ・g

ＦＨ ：地震荷重(N) 

Ｗ ：オペフロ BOP の質量（＝2000kg） 

ＣＨ ：水平震度（＝2.51） 

g ：重力加速度（＝9.80665m/s2） 

3.4.2 開放荷重 

オペフロ BOP の開放荷重は，Ⅵ-1-1-7「安全設備及び重大事故等対処設備が使

用される条件の下における健全性に関する説明書」のうちⅥ-1-1-7-別添 4「ブロ

ーアウトパネル関連設備の設計方針」に示す実機大モックアップ試験にて得られ

た開放荷重とする。 

3.5 評価結果 

オペフロ BOP の地震荷重と開放荷重を比較した評価結果を表 3－3 に示す。

オペフロ BOP は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対し，開放しないことを確

認した。 

表 3－3 評価結果 

試験体 
地震荷重(sd) 

(kN) 

開放荷重 

(kN) 
判定 

試験体 1 

49.3 

○ 

試験体 2 ○ 

試験体 3 ○
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4. Ｓｓ開機能維持評価

4.1 取付け状況 

オペフロ BOP は，クリップにより枠部に取付けられている。パネル本体と枠部の取

付け状況を図 4－1 に示す。パネル本体と枠部とは上部に 20mm，左右に 15 ㎜の間隙が

ある。 

ａ部詳細図 ｂ部詳細図 

図 4－1 パネル本体と枠部の取付け状況（単位：m） 

ａ部 

ｂ部 
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4.2 層間変位の算定 

地震時の躯体の層間変位について図 4－2 示す。層間変位は，Ⅵ-2-2-3「原子炉建物

の耐震性についての計算書」にて設定している耐震壁のせん断ひずみの許容限界を層

間変形角として，以下の式により算定する。 

δ＝ｈ・θ 

ｈ：パネル本体の高さ（＝3.92m） 

θ：層間変形角（＝2.0×10-3rad） 

図 4－2 層間変位 

4.3 評価結果 

評価結果を表 4－1 に示す。躯体の層間変位は 7.84mm であり，パネル本体側面と枠

部とは 15mm の間隙があることから変形に対し追従できる。以上のことから，オペフロ

BOP は，基準地震動Ｓｓを受けたとしても開放機能に影響はないことを確認した。 

表 4－1 評価結果 

層間変位(Ss) 

(mm) 

間隙 

(mm) 
判定 

7.84 15 〇 

θ：層間変形角 

地震力 

h
：

パ
ネ

ル
本

体
の

高
さ

 

δ：層間変位＝ｈ・θ 




